第１号様式（第６条関係）
補助金交付申請書

年　　月　　日　
（宛先）瀬戸市長

　　　申請者　所　在　地　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　㊞　
連絡先　担　当　者　　　　　　　　　　　

電話番号　（　　　　）　　　－　　　　

瀬戸市ＩＴ・クリエイティブ企業等人材育成支援事業補助金の交付を受けたいので、瀬戸市ＩＴ・クリエイティブ企業等人材育成支援事業補助金交付要綱第６条の規定により、次のとおり関係書類を添えて申請します。
記
１　補助金名

　　瀬戸市ＩＴ・クリエイティブ企業等人材育成支援事業補助金
（　　　　　　　　　　　　　　　　事業）

２　補助金交付申請額

　　金　　　　　　　　円

３　添付書類

(1) 企業の概要書
(2) 定款又はこれに類する書類の写し
(3) 事業計画書

(4) 収支予算書
(5) 研修受講者の労働契約書、人事発令書、人員配置図等の勤務場所・条件のわかる書類
(6) 研修受講者の雇用保険被保険者通知書の写し

(7) 市税の納付状況及び公募閲覧に関する同意書
(8) 暴力団でないこと等の確認に関する同意書

(9) その他市長が必要と認める書類
事業計画書
１　申請事業者の概要

	本社所在地
（事業所所在地）
	

	企業名称
（事業所名称）
	　

	代表者氏名
	

	区　　　　　　分
	□ 中小企業者　　　□ 小規模企業者

	設立年月日
	

	資本金の額又は
出資金の額
	円

	常用雇用者数
	人

	売上高（年間）
	円

	業種及び事業概要
	

	希望する補助金
	□人材育成研修等参加支援事業補助金
□人材育成研修等開催支援事業補助金

	担当者連絡先
	所属
	
	氏名
	

	
	電話
	(　　)　　－
	ＦＡＸ
	(　　)　　－


【人材育成研修等参加支援事業】

２　研修等に参加する目的

	当てはまる番号を○で囲んでください。また、下の（）に具体的な内容を記入してください。（複数回答可）

１．新たな事業展開又は取引拡大等に向けた人材育成等 ２．専門的な知識・技術を習得

３．習得した知識・技術の活用　　　　　　　　　　　 ４．経営上の課題解決

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



３　参加する研修等の概要

	研 修 ①
	研修の名称
	

	
	研修の内容
	※目的を達成するために、どのような研修を受講するのか具体的に記載してください。加えて研修内容がわかるパンフレット等を添付してください。



	
	講師の概要

（氏名・所属等）
	

	
	研修予定期間
	　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで（　　日間）

	
	研修開催場所
	

	
	研修時間数
	　　　時間

	
	研修受講者
（予定）
	氏名
	年齢
	勤務年数
	役職

	
	
	
	　　　　　
	
	


· 研修が複数にわたる場合は、適宜欄を追加して別々に記載すること。

· 研修等に参加する常用雇用者のうち、市外の事業所で勤務する者及び採用されて５年以上になる者のための経費は除くこととする。
【人材育成研修等開催支援事業】

２　研修等を開催する目的

	当てはまる番号を○で囲んでください。また、下の（）に具体的な内容を記入してください。（複数回答可）
１．新たな事業展開又は取引拡大等に向けた人材育成等 ２．専門的な知識・技術を習得

３．習得した知識・技術の活用　　　　　　　　　　　 ４．経営上の課題解決

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



３　開催する研修等の概要

	研 修 ①
	研修の名称
	

	
	研修の内容
	※目的を達成するために、どのような研修を開催するのか具体的に記載してください。加えて研修内容がわかるパンフレット等を添付してください。



	
	講師の概要

（氏名・所属等）
	

	
	研修予定期間
	　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで（　　日間）

	
	研修開催場所
	

	
	研修時間数
	　　　時間

	
	研修受講者
（予定）
	氏名
	年齢
	勤務年数
	役職

	
	
	
	　　　　　　
	
	


· 研修が複数にわたる場合は、適宜欄を追加して別々に記載すること。

収支予算書

１　収入の部

(単位：円)

	項目
	予算額
	摘要

	補助金
	
	

	自己資金
	
	

	その他
	
	

	合　計
	
	


２　支出の部

　（単位：円）

	項目
	予算額
	摘要

	　人材育成研修等参加支援事業

	受講料
	
	

	教材費
	
	

	人材育成研修等開催支援事業

	講師謝礼
	
	

	教材費
	
	

	会場借上費
	
	

	機器使用料
	
	

	合計
	
	


※研修が複数にわたる場合は、適宜欄を追加して別々に記載すること。

※消費税及び地方消費税は補助金の対象外のため、必ず税抜額を記載すること。

３　補助金額の算出

　対象経費合計額　　　　　　　　　円　×　補助率１／２（※小規模企業者２／３）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　＝　　　　　　　　　円（1,000円未満切捨）

※１事業あたりの補助限度額は50,000円(1,000円未満切捨)で、補助対象経費の2分の１以内です。ただし、中小企業基本法第２条第５項に規定する小規模企業者については、補助対象経費の3分の2以内です。

